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はじめに
近年、中小企業のなかでもとりわけ規模の小さい

「小規模事業者」をあらためてクローズアップする機
会が増えている。
本稿では、信金中央金庫 地域･中小企業研究所が

全国の信用金庫の協力を得て実施している「全国中
小企業景気動向調査」の結果をもとに、小規模事業
者の景況感等が相対的に厳しい状況にあることを概
観する。またその一方で、いかなる局面においても
業況堅調と回答する小規模事業者が一定数存在して
いることにあらためて着目し、業況堅調な小規模事
業者とはいかなる存在であるのかについて、ヒアリ
ング調査などを通じて考察してみた。

１．小規模事業者の業況は相対的に 
　　厳しい水準で推移
近年、中小企業のなかでもとりわけ規模の小さい

「小規模事業者」をあらためてクローズアップする機
会が増えている。
例えば、2014年6月には「小規模企業振興基本法」

が制定･施行され、それまでの中小企業政策におけ
る中小企業基本法の基本理念であった「成長発展」の
みならず、技術やノウハウの向上、安定的な雇用の
維持などを含む「事業の持続的発展」という考え方も
新たに基本理念として位置付けられたことは記憶に
新しい。また、こうした流れを受けて、中小企業庁
においても、それまでの「中小企業白書」に加えて、

業況堅調な小規模事業者とは
～全国中小企業景気動向調査からの考察～

鉢嶺 実

図表１　業況判断Ｄ．Ｉ．の推移（従業員規模別）

（備考）信金中央金庫地域 ･ 中小企業研究所「全国中小企業景気動向調査」をもとに作成
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2015年度より新たに「小規模企業白書」が年次刊行
物として発刊されるなど、小規模事業者をあらため
てクローズアップする動きがここへきて着実に広
がっている。
こうした動きが広がっている背景の一つに、中小企
業のなかでもとりわけ規模の小さい小規模事業者の業
況が、相対的に厳しい状況にあることが挙げられる。
信金中央金庫 地域･中小企業研究所が全国の信用

金庫の協力を得て四半期ごとにとりまとめている
「全国中小企業景気動向調査」の集計結果をみると、
中小企業の景況感を総合的に表す業況判断D. I. 1は、
全体としては2008年9月のリーマンショック直後を
どん底として、その後は今日に至るまで緩やかな回
復傾向を維持しているように見えるものの、これを
従業員規模別にみると、規模が小さいほど相対的に
厳しい水準で推移し続けているのが実態となってい
る（図表１）。
また、「全国中小企業景気動向調査」に付随して
毎年10～ 12月期に実施している特別調査「来年の
経営見通し」における「自社の業況が上向く転換点」
の直近の集計結果をみても、全体として「すでに上
向き」といった前向きな回答の増加傾向が確認でき
る一方で、「業況改善の見通しは立たない」とする

厳しい回答の割合はほとんど減少せず、しかも従
業員規模が小さくなるほどその回答割合が顕著に
高く、規模の小さい事業者ほど構造的に厳しい状
況に置かれているという実態を垣間見ることがで
きる。
ちなみに、これを業種別にみると、小規模事業者

のウエイトが相対的に大きい「小売業」や「サービス
業」といった業種で、「業況改善の見通しは立たない」
という回答割合が相対的に大きいといった傾向がみ
られるのも大きな特徴となっている（図表２）。

２．個別にみれば業況の良い小規模 
　　事業者も必ず存在
以上述べてきたように、総じて厳しい状況にある

「小規模事業者」ではあるが、回答状況を個別にみて
みると、業況を「良い」と回答している小規模事業者
が、いかなる景気局面においても業種にかかわらず
一定数存在しているのもまた事実である（図表３）。
例えば、直近の2016年10－12月期調査では、有

効回答14,245件のうち、業況を5段階の中で最高の
「良い」と回答した中小企業は417件（全体の2.9％）
を占めるが、これを従業員規模20人未満の小規模
な事業者に限ってみても、有効回答10,222件（全回

  １　業況（5段階）について「良い」と回答した企業の割合（「良い」と「やや良い」の合計、構成比）から、「悪い」と回答した企業の割合（「悪い」と「やや悪い」の合計、同）を差し引いて算出する指標

（備考）信金中央金庫 地域 ･ 中小企業研究所「全国中小企業景気動向調査」（2016 年 10-12 月期 特別調査）をもとに作成

図表２　自社の業況が上向く転換点
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答数に占める割合は71.8％）のうち、「良い」という
回答は255件と、約2.5％の事業者が、直近の業況
について「良い」と回答している状況にあった。すな
わち、総じて厳しい業況下にある小規模事業者で
あっても、ごく少数ではあ
るが、業況堅調という回答
を寄せる事業者は必ず存
在しているのである。
当研究所では、こうし
た実態にあらためて着目
し、継続的な調査研究テー
マの一つとして「業況堅調
な小規模事業者とは」を掲
げ、こうした回答を寄せ
る小規模事業者等に対し
て可能な限り接触を試み、

ヒアリング調査などを通じてその“実態解明”に努め
ている。ちなみに、全国の信用金庫の協力を得て
2015年度中にヒアリング調査を実施した小規模事
業者14件の概要は以下のとおりである（図表４）。

（備考）ヒアリング調査をもとに信金中央金庫 地域 ･ 中小企業研究所作成

図表４　2015 年度にヒアリングを実施した業況堅調な小規模事業者（14件）

図表３　業況を「良い」と回答した小規模事業者（従業員 20人未満）の数

（備考）信金中央金庫 地域 ･ 中小企業研究所「全国中小企業景気動向調査」をもとに作成
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３．業況堅調な小規模事業者のキーワードは
　　「強い想い」と「イノベーション」
一般に、小規模事業者の経営は、規模が小さいが
故に、とりわけ経営者の「熱意」や「意欲」などに裏打
ちされた個性や行動に左右されやすいと考えられ
る。こうしたなかで、個別ヒアリング結果なども踏
まえた業況堅調な小規模事業者の経営に共通した
キーワードとしては、経営者の「強い想い」と、それ
を具現化するための「イノベーション」の実践の２つ
に集約できるのではないかと考えられた。さらに、
これら２つのキーワードに加えて、「なんとかしな
ければ」と「このままではいけない」といった、“危機
感”を表すキーセンテンスも付加していくべきもの
と思われた（図表５）。
これらが「業況堅調」を実現するための全てとはい
えないかもしれないが、あらかたの方向性について
はおおむね示唆できているものと考えている。
なお、「業況堅調な小規模事業者とは」という調査
研究テーマは、当研究所のみならず、わが国の経済

社会を裾野から支える全国各地の小規模事業者に
とっても、引き続き探求していくべき“永遠のテー
マ”といえる。当研究所においても、地域経済を金
融面から支える全国の信用金庫と連携しながら、本
テーマについて引き続き“実態解明”を試みていきた
いと考えている。

おわりに
業況堅調な小規模事業者といえども、中長期的な

事業継続を念頭に置いた場合、そこにはライフス
テージごとに越えるべき経営課題が存在している。
とりわけ、事業承継の問題は中長期的な視点から、
小規模事業者の“事業継続”を確かなものとしていく
うえでの根幹を成すものであり、その重要性は今後
ますます高まっていくものと予想される。
地域経済に根ざしていることの多い小規模事業者

にとって身近な金融機関という位置付けにある信用
金庫においても、それぞれの事業者の課題解決へ向
けて、まだまだ多くの役割が残されており、今後の
動向を一段と注目していきたい。

（備考）信金中央金庫 地域 ･ 中小企業研究所作成

図表５　業況堅調な小規模事業者にまつわるキーワード
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